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1. （仮称）葛飾区移動等円滑化促進方針の策定に当たって 

1.1 策定の背景と目的 

（１）背景 

地域における高齢者、障害のある方等の自立した日常生活及び社会生活を確保するため

には、高齢者、障害のある方等が日常生活又は社会生活において利用する旅客施設、建築

物等の生活関連施設及びこれらの間の経路を構成する道路、駅前広場、その他の施設につ

いて、一体的に移動等の円滑化が図られていることが重要です。 
このため、本区では、「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化に

関する法律（平成 12 年 11 月）」に基づく「葛飾区交通バリアフリー基本構想（平成 18 年

５月）」、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年 12 月）」に

基づく「葛飾区新小岩駅圏移動等円滑化基本構想（平成 23 年３月）」により、区内の鉄道

駅を中心とした面的・一体的なバリアフリー化を推進してきました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

葛飾区交通バリアフリー基本構想（H18）・葛飾区新小岩駅圏移動等円滑化基本構想（H23） 

金町駅圏、京成立石駅圏、新小岩駅圏を 
重点整備地区（優先的にバリアフリー化を 

図る地区）に設定 
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本区のバリアフリー基本構想では、金町駅圏・京成立石駅圏・新小岩駅圏を、優先的にバ

リアフリー化を図る駅圏として重点整備地区に位置付け、面的・一体的なバリアフリー化を

推進してきました。一方、これらの基本構想は、策定から 10 年以上が経過しており、まち

の状況にも変化がみられることから更新の検討が必要になっております。また、人口減少・

少子高齢化の進展、区民のライフスタイルや価値観も日々変化していることから、区全域で

面的なバリアフリー化を進めることが求められています。 
このような中、平成 30（2018）年に「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律」（以下「バリアフリー法」という。）が改正され、自治体が移動等円滑化促進方針を

定めることができる制度が創設されました。移動等円滑化促進方針では、道路や鉄道駅等の

旅客施設、建築物等の具体的な施設のバリアフリー化事業の調整が難しい段階においても、

バリアフリー化の方針を示すことが可能となりました。 
これを受けて本区は、区全域のバリアフリー化を示す「（仮称）葛飾区移動等円滑化促進

方針」（以下「葛飾区移動等円滑化促進方針」という。）を策定し、誰もが生涯にわたって安

全・安心・快適に、自分らしく暮らし続けられるまちの実現を図ります。 
 

（２）目的 

移動等円滑化促進方針策定の主旨は、高齢者や障害のある方、子育て中の方等が、道路や

各施設を円滑に移動または利用できるようにすることです。 

本区の方針策定の目的は以下の通りです。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

区全域におけるハード整備と心のバリアフリーに関するソフト面の両面による 

バリアフリー化の方針を示すことによって、多様な住民への福祉の増進や、 

関係者のバリアフリー化に向けた機運の醸成、まちの活性化につなげること 

 

【葛飾区移動等円滑化促進方針の目的】 

💡ポイント 

バリアフリー法 第二十四条の二（移動等円滑化促進方針） 

市町村は、基本方針に基づき、単独でまたは共同して、当該市町村の区域内の移動

等円滑化促進地区について、移動等円滑化の促進に関する方針を作成するよう努め

るものとする。 
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■移動等円滑化促進方針策定の主な効果 

「移動等円滑化促進方針・バリアフリー基本構想作成に関するガイドライン（国土交通省 令和３年３月）」を参考に記述 

移動等円滑化促進方針を作成することで、バリアフリー基本構想を未作成の地区でも、

道路や駅などの旅客施設や建築物のバリアフリー化の重要性を強調することが可能です。

また、バリアフリー基本構想が既に作成されている自治体でも重点整備地区以外も含め、

全体でのバリアフリー化の方針を示すことが重要です。 
移動等円滑化促進方針の積極的な作成により、関係者間の理解が深まり、バリアフリー

基本構想策定への機運が高まります。特に、既存の計画やまちづくりなどの戦略と整合性

を持たせることで、住民の福祉増進や、多様な来訪者にも優しいまちづくり、地域活性化

につながります。自治体が抱える様々な課題解決や戦略実現にも、移動等円滑化促進方針

の作成は効果的とされています。 
また、移動等円滑化促進方針の策定の効果として以下のようなものも挙げられます。 

●誰もが暮らしやすいまちづくりの実現 

・移動等円滑化促進方針を作成する際には、地域住民である高齢者や障害のある方、子育

て中の方等の意見を反映することが求められています。このような当事者の参加を通じ

て、誰もが暮らしやすいまちづくりが実現可能となります。 

●バリアフリー事業に関する調整の容易化 

・バリアフリー化の方針を示すことで、複数の関係者間での認識が共有され、事業者に対

して準備期間を設けることができます。 
・また、届出制度を通じて事業者との調整が可能となり、段階的な施設のバリアフリー整

備が実現できます。 

●届出制度による交通結節点での施設間連携の推進 

・鉄道駅などの旅客施設と道路の境界部分のバリアフリー化が十分に確保されていない

ために、結果として高齢者や障害のある方等が利用できない状況が発生することがあり

ます。こうした施設間連携を推進するために、改修時には事前に区市町村へ届け出を行

い、改修内容を調整することで、施設間のバリアフリー化を連続的に実現できます。 

●道路や公園等のバリアフリー化に関する交付金の重点配分 

・防災・安全交付金において、鉄道との結節点にある自由通路などの歩行空間をユニバー

サルデザイン化する場合、移動等円滑化促進方針やバリアフリー基本構想に位置付けら

れた地区は、重点配分の対象となります。 
・また、社会資本整備総合交付金等を活用した市街地整備事業や都市公園・緑地事業にお

いても、歩行空間や公園施設のユニバーサルデザイン化を進める際、重点的な支援が受

けられます。 

※移動等円滑化促進方針作成状況（令和５年度末時点） 

東京都内では９区市（大田区、武蔵野市、新宿区、日野市、調布市、目黒区、江戸川区、杉並

区、世田谷区）、全国では合計 44 市区町の自治体が作成・公表しています。 
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1.2 （仮称）葛飾区移動等円滑化促進方針の位置付け 

（１）葛飾区移動等円滑化促進方針とは 

葛飾区移動等円滑化促進方針（以下「促進方針」という。）は、区全域を促進方針の対象

エリアとし、さらに区内の鉄道駅を中心とした地区（移動等円滑化促進地区）において、

面的・一体的なバリアフリー化の方針を区が示すものです。 
この方針を策定することで、区全域において、広くバリアフリーについての考え方を共

有し、移動等円滑化促進方針として、施設整備や改修に関するハード面と、心のバリアフ

リー（バリアを感じている人の身になって考え、行動を起こすこと）に関するソフト面に

よる取組の両面で、区全域におけるバリアフリー化の方針を明確にします。 

 
促進方針の対象エリア 

 
 
 

 

  

💡ポイント 

区全域を促進方針の対象エリアとして、面的なバリアフリー化を進めます。 
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（２）促進方針とバリアフリー基本構想の違い       

バリアフリー基本構想は、重点整備地区（鉄

道駅の徒歩圏）において、公共交通機関、建築

物、道路、路外駐車場、都市公園、信号機等の

バリアフリー化を実施するために「特定事業」

として位置付け、重点的かつ一体的に推進する

具体的な事業を定めた計画です。 
具体的にバリアフリー化を実施すべき事業と

して「特定事業」を定める際には、公共交通事業者、道路管理者、交通管理者等と十分な

協議をする必要があります。そのため、本区では、まずは促進方針として、区全域のバリ

アフリー化の方針を示し、バリアフリー化の重要性を広く打ち出します。 
これにより、関係者間でバリアフリー化への機運が醸成されれば、実施義務の伴う特定

事業の位置付けが可能となるバリアフリー基本構想作成へのステップアップに繋げること

を目指します。 

 

■バリアフリー基本構想とは 

バリアフリー法に基づくバリアフリー基本構想は、高齢者や障害のある方・子育て中の

方等が利用する施設が集積している地区や、旅客施設を中心とした地区を重点整備地区と

して、自治体が作成する計画です。この構想は、公共交通機関、建築物、道路などのバリ

アフリー化を重点的かつ一体的に推進することを目的としています。 
重点整備地区では、移動の連続性を確保するために「面的・一体的なバリアフリー化」

を図ることが重要です。これにより、高齢者や障害のある方、子育て中の方など、誰もが

安全かつ円滑に移動できる環境が整備されます。 
事業の実施義務が課せられる特定事業を定めることになるため、いわゆる実施計画的な

側面が含まれます。そのため、既存施設を含めた、移動の連続性を確保された面的・一体

的なバリアフリー整備を推進

することが可能となります。 
その一方で、各施設の特性

や事業者の意向を十分に反映

させるため、民間事業者を含

む多くの施設設置管理者等と

の調整が必要なため、利害関

係者との協議が求められま

す。 
 

 

 

※本区のバリアフリー基本構想の策定状況は 3.1 に掲載 

（出典：国土交通省資料） 

移動等円滑化促進方針・バリアフリー基本構想のイメージ 



1-6 

 

■バリアフリーに関連する法令について 

平成６（1994）年に「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促

進に関する法律」（以下「ハートビル法」という。）が施行され、不特定多数の人々が利

用する特定の条件を満たす建築物の建築時等において、移動等円滑化基準への適合が義務

付けられました。 
また、平成 12（2000）年には「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動

の円滑化に関する法律」（以下「交通バリアフリー法」という。）が施行され、鉄道やバ

スをはじめとする公共交通機関や鉄道駅等の周辺道路、駅前広場、通路等の移動経路につ

いて総合的なバリアフリー化を推進することとなりました。さらに、平成 18（2006）年

には、一体的・総合的なバリアフリー施策を推進するために、これらハートビル法と交通

バリアフリー法を統合・拡充した「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律」が施行されました。 
このバリアフリー法は、平成 30（2018）年に一部が改正され、自治体が「移動等円滑

化の促進に関する方針を定める制度が創設されました。また、令和 2（2020）年には、「公

共交通事業者など施設設置管理者におけるソフト対策の取組強化」、「国民に向けた広報

啓発の取組推進」及び「バリアフリー基準適合義務の対象拡大」に関する事項について追

加されました。 
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（３）促進方針の位置付け 

促進方針は、国や都の法制度・方針に基づき、区の上位計画である葛飾区基本構想、基

本計画、SDGs 推進計画のもとに位置付けられるものとして、区の様々な関連計画と連携・

整合を図りながら、本区のバリアフリー化を推進するための指針を示すものです。 
 

 

促進方針の位置付け  
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1.3 計画期間 

バリアフリー法ではおおむね５年ごとに実施状況についての調査・分析及び評価を行う

よう努めるとともに、必要があると認めるときは、移動等円滑化促進方針を変更するもの

とされています。 
促進方針の計画期間は 10 年間を基本としますが、策定当初は区の上位計画と整合を図

る観点から、計画期間を令和７（2025）年度から令和 12（2030）年度までの６年間とし

ます。 
 

 
区上位計画及び本方針の計画期間見直しのイメージ 

 
 
 
 
 
 
  

💡ポイント 

バリアフリー法 第二十四条の三（移動等円滑化促進方針の評価等） 

市町村は、移動等円滑化促進方針を作成した場合においては、おおむね５年ごとに、

当該移動等円滑化促進方針において定められた移動等円滑化促進地区における移動

等円滑化に関する措置の実施の状況についての調査、分析及び評価を行うよう努める

とともに、必要があると認めるときは、移動等円滑化促進方針を変更するものとする。 
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1.4 持続可能な開発目標に向けたバリアフリー化の取組の推進 

葛飾区基本計画（令和３年８月）では、基本方針の１つとして「区民との協働による、

いつまでも幸せに暮らせるまちづくり」を掲げ、SDGs (Sustainable Development Goals) 
が目指す経済・社会・環境の全ての面における発展に向け、成長と成熟とが調和した持続

可能なまちづくりを進めることとしています。 
SDGs に対するバリアフリーの関わりは幅広く捉えることができますが、葛飾区基本計

画において、バリアフリー事業に関連するゴールとして、「５ジェンダー平等を実現しよ

う」「10 人や国の不平等をなくそう」「11 住み続けられるまちづくりを」「17 パートナー

シップで目標を達成しよう」が挙げられています。 
このため、促進方針が果たすべき役割は、４つのゴールを達成するために掲げられたタ

ーゲットに対し、本区における各取組の方針を示していくことになります。 
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2. 葛飾区の現状 

2.1 葛飾区の人口等 

（１）人口及び世帯数の経年推移 

本区の人口は、令和 6（2024）年 10 月 1 日現在で 469,754 人です。 
人口の経年推移をみると、令和元年までは増加、令和 2（2020）年以降は横ばい状態で

増減を繰り返しています。年齢区分別人口の割合は、令和 6（2024）年 10 月 1 日現在で

14 歳以下が 11%、15～64 歳が 65%、また、一般に高齢化率と称される 65 歳以上（高齢者

人口）の割合は 24％となっています。 
なお、本区の将来人口は、令和７（2025）年以降に減少するという推計結果となってお

り、令和 42（2060）年と令和１（2019）年を比較すると約５万人の減少が見込まれていま

す。 
 

人口及び世帯数の推移 

 
出典：住民基本台帳（各年 10 月 1 日現在） 

 

葛飾区の将来人口推計 

 
出典：葛飾区基本計画（令和３年８月）を基に作成 

※令和１年、２年は４月１日時点の住民基本台帳による 
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（２）町丁目別人口 

町丁目別の人口は堀切、青戸、亀有、東新小岩の順に多く、また人口密度は、金町

駅、亀有駅、新小岩駅などの駅周辺が高い傾向にあります。 
 

町別人口 

 
出典：住民基本台帳（令和６年 10 月１日現在） 

 

 
町丁目別人口密度 

出典：住民基本台帳人口（令和６年 10 月 1 日現在） 
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（３）高齢者（65歳以上）人口 

本区の高齢化率は令和 6（2024）年 10 月 1 日現在で 24.1%（都区部 22.1％1、全国平均

29.3%2）です。 
なお、町丁目別の高齢者人口密度は、金町駅、柴又駅、青砥駅、堀切菖蒲園駅などの

駅周辺が高くなっています。 
 

高齢者（65 歳以上）人口の推移 

 
出典：住民基本台帳（各年 10 月１日現在） 

 

 
町丁目別高齢者（65 歳以上）人口密度 

出典：住民基本台帳人口（令和６年 10 月 1 日現在） 

                                            
1 東京都、令和６年「敬老の日にちなんだ東京都の高齢者人口（推計）、令和６年９月 13 日 
2 総務省、統計トピックス No.142 統計からみた我が国の高齢者、令和６年９月 15 日 
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（４）障害のある方の状況 

本区の障害手帳所持者の状況は以下の通りです。 
身体障害者手帳所持者数の内訳をみると、肢体不自由が最も多く 6,060 人（44.3％）、

次いで内部障害が 5,055 人（36.9％）となっています。 
 

障害者手帳所持者数の推移 

 
出典：第７期葛飾区障害福祉計画（令和６年３月） 

 

障害の種類別・身体障害者手帳所持者 

 

出典：第７期葛飾区障害福祉計画（令和６年３月） 

  



2-5 

（５）交通状況 

① 鉄道駅 

区内の鉄道路線は、JR 常磐線、JR 総武線、京成本線、京成押上線、京成金町線、北

総線の６路線があり、多くは都心から東西方面に延びています。 
また、区内には、12 の鉄道駅があります。駅自体は足立区内に位置するものの、JR 常

磐線及び東京メトロ千代田線の綾瀬駅は、本区に隣接しています。 
 

 
出典：国土数値情報 

鉄道駅  
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② 路線バス網 

区内の路線バスは、６社のバス事業者により、区内の駅間を結ぶ基幹路線とこれを補

うフィーダー路線（支線）で構成されています。 
一方、路線バスの運行便数は、路線ごとに利用実態を考慮してバス事業者が決めてい

ますが、昨今の運転手不足等により運休や減便する路線の存在が指摘されています。 
 
 

 
出典：葛飾区内バス路線図（令和 6 年 10 月現在） 

路線バス網  
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（６）主要施設の立地状況 

促進方針に関わる生活関連施設（常に多数の人が利用する施設、高齢者、障害のある方

等の利用が多い施設、官公庁施設、福祉施設、病院、文化施設、商業施設等）の候補とな

る施設は、区全域に分布しています。 

 

 
主要施設の立地状況 
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3. 葛飾区におけるこれまでの取組と課題 

本区におけるこれまでの取組と課題を整理します。 
移動等円滑化に関する法整備等の国の動向と、本区の取組の流れを以下に示します。 

 

  
移動等円滑化に関する法整備等の国の動向と、葛飾区の取組の流れ 
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3.1 これまでの葛飾区の取組 

本区では、平成 12（2000）年 11 月に施行された「交通バリアフリー法」に基づき、区

内 12 駅を中心とした 11 駅圏域を対象に検討を行い、優先的にバリアフリー化を図る駅

圏域として、JR 金町・京成金町駅周辺及び京成立石駅周辺の駅圏域を重点整備地区とし

た「葛飾区交通バリアフリー基本構想」を平成 18（2006）年 5 月に策定しました。 
また、平成 18（2006）年 12 月の交通バリアフリー法とハートビル法を統合・拡充した

「バリアフリー法」の施行後に、新たに新小岩駅圏を重点整備地区に設定し「葛飾区新小

岩駅圏移動等円滑化基本構想」を平成 23（2011）年 3 月に策定しました。 
 

 
鉄道駅及び駅圏  
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（１）バリアフリー基本構想の策定 

① 葛飾区交通バリアフリー基本構想（平成 18 年 5 月策定） 

JR 金町・京成金町駅周辺及び京成立石駅周辺の駅圏域のバリアフリー化を重点的・

一体的に推進するため、また、それ以外の駅周辺の駅圏を本区独自の構想でバリアフリ

ー化を推進するために、平成 18（2006）年５月に「葛飾区交通バリアフリー基本構想」

を策定しました。 
この基本構想では、JR 金町・京成金町駅及び京成立石駅の駅前広場や周辺道路にお

いて、交通バリアフリーの実現を目指し、鉄道事業者や道路管理者などが取り組む事業

が計画されました。 
事業の実施状況としては、JR 金町駅における車いす利用者に対応した多機能トイレ

の整備や、ノンステップバスの導入、京成立石駅における車いす利用者に対応したエレ

ベーターや拡幅自動改札機の設置などが行われました。また、特定道路として指定され

た都道や区道では、視覚障害者誘導用ブロックの設置、歩道の勾配の改善、路面の凹凸

の解消等が事業として実施されました。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

葛飾区交通バリアフリー基本構想 

左上：金町駅圏重点整備地区、特定経路等 右上：京成立石駅圏重点整備地区、特定経路等 

左下：JR 金町駅 多機能トイレ（公共交通特定事業） 

右下：ノンステップバスの導入（公共交通特定事業） 
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② 葛飾区新小岩駅移動等円滑化基本構想（平成 23 年 3 月策定） 

新小岩駅周辺の駅圏域は、葛飾区交通バリアフリー基本構想策定時（平成 18 年５月）

に南北自由通路がまだ構想段階にあったことや、駅の東北側などの開発による交通の流

れが変わる要素が高かったため、重点整備地区の指定を見送りました。 
その後、新小岩駅周辺の交通結節点としての機能の向上を図るため、南北自由通路や

交通広場等の整備が進められていることから、バリアフリー化の重点的・一体的な推進

が可能となったため、駅圏域を重点整備地区として設定し、平成 23（2011）年 3 月に

「葛飾区新小岩駅圏移動等円滑化基本構想」を策定しました。 
事業の実施状況としては、JR 新小岩駅周辺の駅前広場や、南北自由通路の整備等が

行われました。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

葛飾区新小岩駅移動等円滑化基本構想 

上：新小岩駅圏重点整備地区、特定経路等 

左下：JR 新小岩駅 改札階とホームを結ぶエレベーター（公共交通特定事業） 

右下：新小岩駅南北自由通路（道路特定事業） 
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【コラム：公共施設等におけるバリアフリー化の取組】 

施設や道路などを新たに整備、改修する際は、バリアフリー化の取組を着実に進めてい

ます。以下にその一部を紹介します。 

  

歩車道間の段差を無くした歩道巻き込み部 横断歩道内のエスコートゾーンの設置 

車いすでも利用しやすい水飲み場 筆談対応が示されたカウンター 

ミルク用浄水サーバーがある赤ちゃんの駅 
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3.2 公共交通事業者のバリアフリー関連の取組 

区内を運行している鉄道事業者、バス事業者がバリアフリー法に基づき作成、公表して

いる「移動等円滑化取組計画書及び取組報告書」から、バリアフリー関連の取組の現状を

整理しました。 
これまでも、各事業者は利用者の支援や情報提供といったソフトの取組に加えて、駅施

設や車両等のハード整備を進めています。 
 

●鉄道事業者の主な取組 

高齢者・障害のある方

等の乗降介助等の支援 
・声かけサポート運動の実施 
・タブレット端末、筆談アプリ等の活用   など 

バリアフリーに関する

情報提供の取組 
・異常時情報提供（車内）、行先表示（ディスプレイ型）の設置 
・ホームページにおける情報の充実   など 

バリアフリーに関する

施設職員等の教育訓練

の取組 

・接遇研修の実施 
・サービス介助士資格取得の推進 
・障害のある方が参画する研修や体験会の実施   など 

バリアフリーに関する

広報・啓発 
・バリアフリートイレの適正利用  ・エレベーター利用円滑化 
・優先席マナー啓発    ・歩きスマホ注意喚起キャンペーン 
・ベビーカー利用、啓発ポスターの掲出      など 

その他 ・ホームドア、エレベーター、スロープ、バリアフリートイレの

整備 
・内方線付き点状ブロックや運行情報提供設備の設置 
・鉄道駅バリアフリー料金制度の活用 など 

 
●バス事業者の主な取組 

高齢者・障害のある方

等の乗降介助等の支援 
・バリアフリー対応車両（ノンステップバス）の導入 
・車いす利用者の乗降支援（従業員研修の実施）  など 

バリアフリーに関する

情報提供の取組 
・車内放送や車内情報提供モニター等による案内サービス拡充 
・バスロケーションシステムを活用した一部バス停や Web 上に

おける情報提供の実施   など 
バリアフリーに関する

施設職員等の教育訓練

の取組 

・接遇研修の実施（車いすの乗降体験、専用器具による疑似体験）   

など 

バリアフリーに関する

広報・啓発 
・優先席利用や車いすスペースに関する案内・周知、呼びかけ 
  など 
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【コラム：公共交通におけるバリアフリー化の取組】 

区内の公共交通におけるバリアフリー化の取組の一例を以下に紹介します。 

  

床面に大きく表示された案内サイン エレベーターの優先利用を促すポスター 

バス案内（バスロケーションシステム） 蹴込みを設けた券売機 

鉄道駅のホームドア 車いす等でも通行しやすい改札 
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【コラム：ホームドアの設置率】 

国土交通省は、視覚障害のある方が駅のホーム

から転落する事故が相次いでいることを受けて平

成 18（2006）年 12 月施行のバリアフリー法に基

づき、鉄道事業者によるホームドア設置を進めて

きました。 
東京都内の鉄道駅のホームドアの設置状況は、

令和 6（2024）年 3 月末時点で JR・私鉄が 35.9％、

東京メトロ 95.4%、都営地下鉄が 100％です。 
区内には、JR が３駅、京成電鉄が８駅、北総鉄

道が１駅の計 12 駅あります。ホームドアの設置

状況は令和 6 年度時点では JR の亀有駅、金町駅、

新小岩駅の 3 駅で既に完了しています。今後、京成電鉄の京成高砂駅、京成立石駅、青砥

駅、お花茶屋駅、堀切菖蒲園駅にホームドア整備が計画されています。 
 
 
【コラム：鉄道バリアフリー料金制度について】 

令和 3（2021）年 12 月、駅などのバリアフリ

ー化を推進するため、鉄道利用者に広く費用を負

担してもらう「鉄道駅バリアフリー料金制度」が

国土交通省により創設されました。この制度によ

り、鉄道事業者は利用者から収受した料金（通学

定期券は除外）を、ホームドアの設置やエレベー

ターの導入などの設備整備（設置、改良、更新、

維持管理等）に充てることができます。 
鉄道事業者は、事前に「届出」を行う必要があ

り、バリアフリー設備の整備・徴収計画の公表、

及び毎年度の整備・徴収実績（前年度の整備費、

整備内容、徴収額など）の公表が義務付けられて

います。 
区内を走る鉄道事業者２社（JR 東日本：届出

日令和 4 年 4 月 5 日、京成電鉄：届出日令和 5 年

9 月 15 日）は、それぞれ届出を行い、各社がバリ

アフリー整備・徴収計画及び実績を公表してい

ます。 

  

JR 亀有駅１番ホーム ホームドア 

京成電鉄 鉄道駅バリアフリー料金制度の 

活用に関するプレスリリース 
出典：京成電鉄株式会社ホームページ(令和 5年 9月 15 日) 
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3.3 各種調査の実施 

（１）令和４年度関係者ヒアリング・アンケート調査 

令和４（2022）年度に実施した「葛飾区移動等円滑化促進方針の策定に関する基礎調査」

では、区内の高齢者や障害のある方の関係する団体、ベビーカー利用者等へのヒアリング

及び団体の会員や介護事業者、交通事業者や施設管理者等へのアンケート調査を行いまし

た（詳細は資料編に掲載予定）。 
調査の概要は以下の通りです。 
 

令和４年度ヒアリング・アンケート調査概要 
調査 調査期間 サンプル数 

障害のある方、高齢者、ベビーカ

ー利用者等へのヒアリング 
令和４年８月～10 月 計 128 名 

障害のある方、高齢者、ベビーカ

ー利用者等へのアンケート 
令和４年８月～10 月 配布数 1,896 票 

回収数 638 票 
（回収率 34％） 

介護事業者への Web アンケート 令和４年 10 月～11 月 回答数 56 団体 
区民モニターアンケート 令和４年 12 月 回答数 179 名 
交通事業者・生活関連施設管理者

等への事業者アンケート 
令和４年 11 月～ 
令和５年２月 

配布数 211 施設 
回収数 84 施設 
（回収率 40%） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和４年度 ヒアリング調査の様子 
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（２）令和５年度・令和６年度まち歩き調査 

促進方針の策定に当たり、区民参加のまち歩き調査を行い、区の現状や課題を利用者目

線で抽出しました（詳細は資料編に掲載予定）。 
令和５（2023）年度は３箇所、令和６（2024）年度は９箇所でまち歩き調査を実施しま

した。 
主に鉄道駅周辺の道路や施設を対象に、移動のしやすさや施設・設備の使いやすさなど

を現地で調査し、その後にワークショップを行い現地で確認した良い点・悪い点・今後の

改善点のほか、普段の生活で感じる区内におけるバリアフリーに関する改善点や意見など

について意見交換を行いました。 
 

令和５年度・令和６年度まち歩き調査の実施概要 

開催日 場所 コース数 
参加人数 

（事務局除く） 

令和５年 
10 月 19 日（木） 京成立石駅周辺地区 ３ 16 
10 月 26 日（木） 新小岩駅周辺地区 ３ 12 

11 月２日（木） 金町駅・京成金町駅周辺 ３ 19 

令和６年 

５月 23 日（木） 堀切菖蒲園駅周辺地区 １ ４ 
５月 27 日（月） 亀有駅周辺地区 ３ 11 
６月２日（日） 四ツ木駅周辺地区 ２ ７ 
６月６日（木） 柴又駅・新柴又駅周辺地区 １ ５ 

６月 12 日（水） お花茶屋駅周辺地区 ２ 10 
６月 16 日（日） 京成高砂駅周辺地区 １ ６ 
６月 19 日（水） 綾瀬駅周辺地区 １ ５ 
６月 28 日（金） 青砥駅周辺地区 ３ ９ 
７月３日（水） 水元周辺地区 ２ ７ 

計 25 111 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和５年度・令和６年度まち歩き調査の様子  
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3.4 葛飾区における移動等円滑化に関する課題 

促進方針の策定協議会や各部会、各種アンケート及びヒアリング調査、まち歩き調査な

どから、移動等円滑化に関する主な課題をハード面とソフト面に分類し、項目ごとに整理

しました。 
 

（１）ハード面の主な課題 

■公共交通（旅客施設、車両、駅前広場等） 

  鉄道駅には、ホームドア、エレベーター、券売機、視覚障害者誘導用ブロックの敷

設、トイレ、子育て支援施設などの整備をより充実させてほしいとの要望がありま

す。また、バリアフリールートが狭い、遠回りであるなど、円滑なルートではない

状況が見られます。 

  踏切道においては、車いすの走行のしづらさや、視覚障害のある方の事故防止対策、

道路との立体交差化が求められています。 

  公共交通（鉄道、バス、タクシーなど）へのバリアフリー車両の導入、各停留所へ

の上屋やベンチの整備、各乗降場等のバリアフリー化が求められています。 

  鉄道駅周辺の駅前広場などにおいて、視覚障害者誘導用ブロックが劣化または剥が

れている箇所が見られます。 

  鉄道駅周辺において、駐車場・駐輪場が少ないため路上駐車・駐輪が多く、通行の

妨げになっているといった声があります。駐輪場においては葛飾区世論調査のなか

でも「自転車置き場」の整備・充実を図ることが求められています。 

 

 

 
  

狭いという指摘があった駅のホーム

（ホームドア未設置） 

 

駅前広場における一部がはがれた 

視覚障害者誘導用ブロック 
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■公共施設・民間施設の建築物 

  施設の経年による破損や劣化が目立ち、維持管理やバリアフリー対応が不十分とな

っている状況が見られます。 

  既存建物の階段やスロープ、エレベーター、トイレ、子育て支援施設などのバリア

フリー化を求める要望があります。 

  視覚障害者誘導用ブロックが、管理者

が異なる施設間や道路との連携や連続

性が確保されていない箇所がありま

す。 

  身障者用駐車場については、設置場所

が分かりづらい施設があることや、区

画そのものの不足が課題として挙がっ

ています。 
 
 
 
 

■道路 

  歩道については、国道や都道、主要な区道については２ｍ以上の歩道幅員が確保さ

れている一方で、住宅地は歩道のない道路が多くなっています。また、幅員の狭い

歩道や勾配、凹凸が課題として挙げられています。 

  横断歩道に接続する部分の勾配や、歩道の横断勾配が急である箇所が見られます。 

  道路上の植木鉢や看板、電柱、放置自転車、自転車の歩道走行などによって歩行に

支障をきたしている場面が見られます。 

  視覚障害者誘導用ブロックについては、国道や、駅

前広場等は連続設置されているところが多いもの

の、一部で剥がれや劣化が見られる状況です。 

  第 18 回葛飾区世論調査（令和６年６月実施）におい

ても「葛飾区が道路をつくったり、つくりかえる時

に、どんなことに力を入れたら良いと思いますか（複

数回答可）」という設問に対して、３割程度の回答者

が「道路をバリアフリーにする」を選択しています。 
  

施設敷地（手前）と歩道（奥）で 

視覚障害者誘導用ブロックが繋がっていない 

視覚障害者誘導用ブロック上に 

自転車が駐輪されている 
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■公園 

  園内の通路の段差やタイルやアスファルトの劣化により、車いす・ベビーカーで通

行しづらいことがあります。 

  区内の公園にインクルーシブ遊具の設置を求める声が挙がっています。 

 

 
 
 

■交通安全施設 

  音響式信号機や青延長用押しボタン付き信号機、エスコートゾーンの整備率が低い

ことが今後の課題として、ヒアリング調査等から挙がっています。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
  

公園内の園路の段差 出典：国土交通省資料

インクルーシブ遊具 

（車いすのまま乗れるスイング遊具） 

💡ポイント 

インクルーシブ遊具とは 

体に障害がある子どもも、ない子どもも一緒になって遊ぶことができる遊具のこと

です。 
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（２）ソフト面の主な課題 

■公共交通（旅客施設、車両、駅前広場等） 

  障害のある方などから公共交通事業者の対応に感謝する声が多く挙がっています。

一方、担当者や対応が必要な場面の違いにより、適切とはいえない対応がなされる

場合があるとの声があります。 

  交通事業者の接遇研修等の実

施による人的対応の充実や、

啓発活動の促進が求められま

す。 

 

 

 

 

 

■公共施設・民間施設の建築物 

  エレベーターやバリアフリートイレなどの施設を本来使いたい人が利用できるよう、

利用方法等に関するマナーの向上が求められます。 

  多くの人の利用が想定されるような一部の施設において、情報提供や施設職員等の

接遇対応が十分に実施されていないという声があります。 

 

 
出典：国土交通省資料 

高齢者障害者等用施設等の適正な利用の推進に関する啓発 

出典：国土交通省資料

接遇研修のイメージ 
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■区民その他の関係者 

  過年度のヒアリング調査や介護事業者へのアンケート調査から、心のバリアフリー

や障害理解の推進が必要であるという意見が多く挙がっています。 

  障害を知る機会や体験が少なく、多くの世代において、障害への理解不足や介助方

法がわからない人が多いことが課題です。 

◆ 第２回葛飾区区民モニターアンケート調査（令和４年 12 月実施） 

設問「心のバリアフリーを知っていますか？」 

回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和４年度第２回葛飾区区民モニターアンケート調査報告書より 

 

◆ 第 18 回葛飾区世論調査（令和６年６月実施）※速報値より 

設問「障害がある方など誰もが安心して暮らせるためには、何が重要だと思いますか

（〇は５つまで）」 

回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知っており、

大体説明できる

7.3%

聞いたことはあるが、

説明できない

38.0%

知らない

52.0%

無回答

2.8%

n=179
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◆ 第１回 子ども世論調査（令和６年５月実施）※速報値より 

設問「街中で困っている方がいたらどうするか」 

回答 

 

 

設問「目や耳、体などが不自由な人の気持ちを知るために必要な体験」 

回答 

 

 

 

■情報案内、コミュニケーション 

  バリアフリートイレの機能や、窓口における筆談・手

話対応などの整備状況が分かりづらい不足している

といった声があります。 

  情報を必要としている全ての人にとって分かりやす

い事前の情報提供や、施設整備と連携した情報案内

が必要です。 

  様々な利用者を想定した情報提供・コミュニケーシ

ョン手段の整備が必要です。 

 
耳マークが小さく分かりづらいという 

まち歩き調査での意見により改善した例 
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4. 全体方針 

4.1 （仮称）葛飾区移動等円滑化促進方針における考え方 

本促進方針では、１章（1.2 葛飾区移動等円滑化促進方針の位置付け）で示した通り、区

全域を方針の対象エリアに設定し、移動等円滑化の方針を示すことで「区全域におけるハ

ード整備と心のバリアフリーに関するソフト面の両面によるバリアフリー化の方針を示す

ことによって、多様な住民への福祉の増進や、関係者のバリアフリー化に向けた機運の醸

成、まちの活性化につなげること」を目的としています。 
区全域のバリアフリー化を推進していくためには施設整備等の「ハード面のバリアフリ

ー」、心のバリアフリーや情報のバリアフリーなどの「ソフト面のバリアフリー」の両面を

関係者と一体となって取り組んでいくことが重要です。 
特に、多様な人が集中する鉄道駅を中心とした徒歩圏の範囲を「移動等円滑化促進地区」

に設定し、バリアフリー化の推進に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
※詳細は５章（5.1 移動等円滑化促進地区の考え方）に記載 

 

4.2 基本目標 

本区のこれまでの取組を踏まえて、区全域を対象に以下の基本目標を設定します。 
 

基本目標： 

誰もが生涯にわたって安全・安心・快適に、 

 自分らしく暮らし続けられるまち『かつしか』 

  

・ 区全域を促進方針の対象エリアとして設定し、地域の面的なバリアフリー化を関

係者と一体となって取り組む。 

・ 特に、多様な人が集中する鉄道駅を中心とした徒歩圏の範囲を移動等円滑化促進

地区（※）に設定し、バリアフリー化の推進に取り組む。 

【葛飾区移動等円滑化促進方針の考え方】 
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4.3 基本目標を実現するための基本方針 

促進方針では「誰もが生涯にわたって安全・安心・快適に、自分らしく暮らし続けられ

るまち『かつしか』」の実現に向けたバリアフリー化を図るため、３章（3.3 各種調査（関

係者ヒアリングやアンケート調査、まち歩き調査））でのご意見等を踏まえ、本区の関連

計画と連携しながら、区全域におけるバリアフリーの３つの基本方針を設定し、取組を推

進していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

・公共交通や道路、公園、施設、建築物等のバリアフリー整備が必要です。 

・各施設管理者や事業者と連携しながら、施設の維持管理の継続や施設間の連続性

確保を図ります。 

⇒誰もが移動・利用しやすい施設等となるようバリアフリー化の取組を推進しま

す。 

基本方針１ 誰もが移動・利用しやすい「施設等のバリアフリーの推進」 

・行政や各施設管理者、事業者、区民を始め、葛飾区を行き交う、全ての方々も相

互理解を深め、協力して支え合うことが不可欠です。 

・ヘルプカード等の普及や事業者等における研修、施設利用のマナー向上等の推進

を図ります。 

⇒一人一人が「心のバリアフリー」の社会を実現するための取組を推進します。 

基本方針２ 相互理解と普及・広報・啓発による「心のバリアフリーの推進」 

・全ての人が必要な情報を分かりやすく、簡単かつ的確に取得できる情報提供が必

要です。 

・ハード整備と連携した情報案内やインターネット等を活用し、全ての人に分かり

やすい事前の情報提供等の充実を図ります。 

⇒施設等へのスムーズな移動や快適な利用ができるように情報のバリアフリーの取

組を推進します。 

基本方針３ インターネットやデジタル技術を活用した「情報のバリアフリーの推進」 
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4.4 基本方針に基づく取組 

葛飾区、施設管理者、交通事業者、道路管理者等が連携し、以下の３つの基本方針に基

づく取組により、区全域のバリアフリー化を推進します。 
 

 

 

 

公共交通や道路、公園、施設、建築物などの「施設等のバリアフリー」については、利

用者の視点を踏まえ、国や東京都の示す移動等円滑化の基準やガイドライン等に基づく整

備については、以下の観点で推進していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）共通 

・移動等円滑化経路（バリアフリールート）を確保します。 
・道路と各施設との視覚障害者誘導用ブロックの連続性を確保します。 
・必要箇所に点字シールの貼付、音声案内の整備などを推進します。 

 

基本方針１ 誰もが移動・利用しやすい「施設等のバリアフリーの推進」 

● 適切な維持管理によるバリアフリー機能の回復と維持 

・公共施設や民間施設、車両、道路、公園等の適切な維持管理の実施（定期点検と破損

箇所等の補修など） 

・道路の監察指導（道路上に置かれた自転車・看板・商品陳列などへの指導）    

など 

 

● 短期的に実現できるバリアフリー化や中長期的なバリアフリー化 

・小さな段差の解消、視覚障害者誘導用ブロックの設置、点字シールの貼付・音声案

内・障害者用駐車区画の整備 

・バス停やタクシー乗り場の乗り口の改善（間口の確保、段差解消など）・踏切内の安

全対策    など 

 

● 整備・改修によるバリアフリー化 

・バリアフリー対応車両の導入   ・バス停の上屋、ベンチの設置 

・施設、道路、交通安全施設、公園の新設・改修時における連続したバリアフリー経路

と設備の整備 

（段差・勾配の解消、幅員の確保、視覚障害者誘導用ブロック、案内板、ホームドア、

音響式信号機、バリアフリートイレ、エレベーター、子育て支援設備などの整備）  

など 
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（２）公共交通 

・各交通事業者により、バリアフリー化（バリアフリー対応車両など）を推進してい

きます。 
 
① 鉄道 

・駅は、利用者の状況やご意見を踏まえながら、ホ

ームドアの設置など安全対策の充実を図ります。

また、駅施設（出入口・通路・改札口など）の改

修、エレベーターや各所案内サイン等の誘導設備

の充実などによる安全で円滑に移動できる経路

を確保します。 

 

・踏切の除却による交通渋滞の解消や回遊性の向上による地域の活性化に向けた関

係者との協議を推進します。また、踏切内の安全対策についても検討します。 

 
② バス 

・利用者の状況やご意見を踏まえながら、バス利用

環境の向上に向けたバス停の整備、上屋やベンチ

などの利便施設の整備を進めます。 
・利用者に運行情報を伝える装置（バスロケーショ

ンシステム）の設置など、バス環境の更なるバリ

アフリー整備を推進します。 
 
 

 
③ タクシー 

・タクシー乗り場の間口確保や段差解消など、タク

シー利用環境の更なるバリアフリー整備を推進

します。 

 
 
 

JR 亀有駅１番線 ホームドア 

出典：国土交通省資料

車いすのまま乗車可能な 

ユニバーサルデザインタクシー 

京成バス バス到着予定案内 

バスロケーションシステム 
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（３）道路・交通安全施設 

・歩道の勾配改善や段差解消、視覚障害者誘

導用ブロックの設置など、歩道のバリアフ

リー化を推進し、通行の妨げとなる放置自

転車や広告・看板の撤去を進めます。あわせ

て、街路樹等による緑化、歩道の広い箇所を

活用した滞留場所としての整備や分かりや

すい案内標識の設置など、全ての人が安全・

快適に歩行できる道路整備を推進します。 

 

 

・適切な維持管理の実施、道路監察による安全な歩行空間の確保、障害のある方・高齢

者等が利用しやすい道路の整備・改修を推進します。 

・音響式信号機の設置など、交通管理者と連携し誰もが安全に道路を横断できる環境を

整備していきます。 

 

（４）建築物（公共施設、民間施設） 

・適切な維持管理の実施とともに、既存施設における積極的なバリアフリー化を推進し

ます。 

・施設の新築・改修・更新時に設備（簡易ベッドを含むバリアフリートイレ、エレベー

ター、子育て支援設備、障害者用駐車区画など）の整備を推進します。 
 

（５）公園 

・公園、児童遊園の新設整備に当たっては、誰もが使いやすいユニバーサルデザイン、

障害の有無に関係なく一緒に遊べるインクルーシブパークの考え方を取り入れた整

備を進めていくとともに、既存の公園・児童遊園についても、計画的な改修と適切な

維持管理を進め、障害のある方・高齢者等を含む利用者ニーズに応じた特色ある公園

整備を推進します。 
  

歩車道間の段差を無くした歩道巻き込み部 
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ハード面での整備、例えば歩道の段差解消や視覚障害者誘導用ブロックの設置等の施設

の整備だけでは全ての人にとってのバリアフリー社会の実現には限界があります。 

バリアフリー社会の実現には、行政、施設管理者、地域住民が連携し、相互理解を深め

ながら、一人ひとりが協力して支え合うことが不可欠です。 

相互理解と普及・広報・啓発による「心のバリアフリー」については、以下の観点で推

進していきます。

（１）普及・広報・啓発 

・ポスター、看板、ホームページ、イベント、講演会、交通安全運動、様々な取組や事

例の周知による、「心のバリアフリー」や障害特性の理解推進を図ります。

・ヘルプマーク、ヘルプカード等の普及を図ります。

・声掛けサポートの更なる実践を推進します。

・一人ひとりの施設利用や自転車利用のルール・マナーの教

育を広げ、実践につなげます。

基本方針２ 相互理解と普及・広報・啓発による「心のバリアフリーの推進」 

● 心のバリアフリーに係る学習

・小中高校でのバリアフリー教育、区民向けのバリアフリー教室（介助方法や体験）

・特別支援学校との交流、活動、イベントでの障害のある方等との交流

・交通事業者や施設設置管理者における研修、マニュアルの整備の推進  など

● 心のバリアフリーの普及・広報・啓発

・ポスター、看板、ホームページ、イベント、講演会、様々な取組や事例の周知

・ヘルプマーク、ヘルプカード等の作成・配布

・一人ひとりの施設利用マナーの向上、「気づき」の啓発  など 

ヘルプマークとヘルプカード普及啓発パンフレット
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（２）心のバリアフリーに係る学習 

・教育現場と連携した小中高校でのバリアフリー教育

の実践を推進します。 

・成人を含めた区民向けのバリアフリー教室や、障害

の有無に関わらず参加できるスポーツイベントの

開催、特別支援学校との交流、活動、イベントでの

当事者との交流の推進を図ります。 

・交通事業者や施設設置管理者における研修、マニュ

アルの整備を推進していきます。 
 

・高齢者、障害のある方の様々な心身の特性や考え方

を、まずは知ることが必要です。そして、全ての人

が理解を深めようとコミュニケーションを取り、支

え合う「心のバリアフリー」社会の実現のため、広

報・啓発・教育活動など様々な施策の取組を推進し

ていきます。 
 

 
  

パラスポーツイベントのチラシ 
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【コラム】心のバリアフリーについて 

「心のバリアフリー」とは、様々な心身の特性や考え方を理解し、全ての人が理解を深

めようとコミュニケーションを取り、支え合う社会を目指すことをいいます。 
 
心のバリアフリーの推進のためには、誰もが様々な立場の人の状況や「障害の社会モデ

ル※」を理解したうえで、障害のある方等から何らかの配慮を求められた時には、支援や

周囲への声掛け等の合理的配慮※を行うことが必要です。 
 
※障害の社会モデル 

・「障害」とは、高齢者・障害のある方等の身体機能の制約と、事物・制度・慣行・観念

等の様々な社会的障壁（バリア）の相互作用によって創り出されているものであるとい

う考え方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※合理的配慮 

・社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮のこと（障害者差別解消法第 5 条） 
（例）視覚障害のある方が来所された際に、本人の希望を踏まえ職員が代読や代筆を行うなど 

 
  

様々な障壁
個人の努力

社会モデルの考え方に基づく社会システム全体での障壁の除去

様々な障壁

個人の努力 社
会
全
体
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全ての人が必要な情報を分かりやすくするとともに、簡単かつ的確に取得できるように、

利用者の目線に立った“一工夫”やインターネットやデジタル技術を活用し、ハード整備

やインターネット上の空間との連動も図りながら、以下の観点で「情報のバリアフリー」

を推進していきます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（１）多様な手段による情報提供 

・多様なニーズを踏まえて、手話、筆談、ICT 技術、多言語・ひらがな表記、サイン等

の掲載や充実を推進します。 
 

（２）事前の情報提供の充実 

・全ての人に分かりやすい事前の情報提供（バリアフリーマップ等の作成・拡充、ウェ

ブアクセシビリティ※の確保など）の実施、更新を推進します。 

・施設の整備状況やサポート体制等の事前情報のホームページへの掲載や更新を推進

します。 

  
出典：公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団資料 

 

※ウェブアクセシビリティ：利用者の障害などの有無やその度合い、年齢や利用環境にかかわらず、

あらゆる人々がウェブサイトで提供されている情報やサービスを利用できること。 

  

基本方針３ インターネットやデジタル技術を活用した「情報のバリアフリーの推進」 

● 分かりやすい情報提供やコミュニケーション支援 

・誰にでも分かりやすいサイン・看板（ピクトグラム、ひらがな表記など） 
・インターネットやデジタル技術等を活用した、全ての人に分かりやすい事前の情報

提供（バリアフリーマップ等の作成・拡充、誰でも利用しやすいウェブサイト） 
・インターネットやデジタル技術等を活用した、当事者への適切な情報伝達  など 
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（３）迅速かつ適時な情報提供 

・現地における情報提供として、施設等におけるハード整備と連携した情報案内や位

置の工夫の実施、窓口における多様なコミュニケーションの対応などを推進します。 

・各交通事業者や施設管理者における災害発生時などの非常時の情報発信が全ての方

に伝わる方法を検討します。 
 



5-1 

5. 移動等円滑化促進地区 

促進地区及び生活関連施設、生活関連経路の考え方 

（１）移動等円滑化促進地区の考え方 

本区の促進方針では、多様な人が集中する鉄道駅を中心とした徒歩圏を「移動等円滑化

促進地区（以下「促進地区」という。）」に設定し、地域の面的なバリアフリー化を関係者

と一体となって推進していきます。 
 

  
葛飾区移動等円滑化促進方針と促進地区の対象エリア 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

💡ポイント 

① 本区の促進方針は、区全域を促進方針の対象エリアとして設定し、地域の面的な

バリアフリー化を関係者と一体となって取り組む。 

 

② 多様な人が集中する鉄道駅を中心とした徒歩圏を「移動等円滑化促進地区」に設

定し、バリアフリー化の取組を推進する。 
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多様な人が集中する鉄道駅を中心とした徒歩圏の範囲を促進地区とし、施設の分布状況、

隣接駅との関係、地域のまとまりなどを勘案して区域を設定します。 
また、区内の鉄道駅は各駅とも国の基本方針において移動等円滑化の実施が求められる

要件（一日当たりの平均的な利用者数が三千人以上）を満たしていることから、促進地区

は区内の全鉄道駅 12 駅を対象として、各駅の配置状況を踏まえて設定します。 
また、足立区内にある綾瀬駅や、区内の鉄道駅周辺の隣接自治体とも連携を図りながら

促進地区を設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

・ 多様な人が集中する鉄道駅を中心とした徒歩圏の範囲等とする。 

・ 区内の全ての鉄道駅を対象に、各地区の状況に応じた範囲等とする。 

・ 駅周辺の隣接自治体とも連携を図りながら範囲等を検討する。 

【葛飾区における促進地区の考え方】 

💡ポイント 

促進地区は、バリアフリー法において以下のような要件が定められています。 

バリアフリー法 第二条二十三号（移動等円滑化促進地区の要件）①～③ 

移動等円滑化の促進に関する基本方針 三の２（移動等円滑化促進地区の要件）④ 

① 生活関連施設（高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する旅

客施設、官公庁施設、福祉施設その他の施設をいう。以下同じ。）の所在地を含

み、かつ、生活関連施設相互間の移動が通常徒歩で行われる地区であること。 

② 生活関連施設及び生活関連経路（生活関連施設相互間の経路をいう。以下同じ。）

を構成する一般交通用施設（道路、駅前広場、通路その他の一般交通の用に供す

る施設をいう。以下同じ。）について移動等円滑化を促進することが特に必要で

あると認められる地区であること。 

③ 当該地区において移動等円滑化を促進することが、総合的な都市機能の増進を

図る上で有効かつ適切であると認められる地区であること。 

④ 移動等円滑化促進地区の境界 促進地区の境界は、町界・字界、道路、河川、鉄

道等の施設、都市計画道路等によって明確に表示して定める。移動等円滑化促

進地区の区域が市町村界を越える場合は、隣接市町村と連携してマスタープラ

ンを作成する必要がある。 
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（２）生活関連施設の考え方 

生活関連施設は、バリアフリー法において「高齢者、障害者等が日常生活または社会生

活において利用する旅客施設、官公庁施設、福祉施設その他の施設（バリアフリー法 第二

条二十三のイ（生活関連施設））」と定義されています。 
また、国が公表している「移動等円滑化促進方針・バリアフリー基本構想作成に関する

ガイドライン（令和３年３月）」（以下「国のガイドライン」という。）においては、生活関

連施設の設定に当たって、以下の点を考慮することが必要としており、想定される生活関

連施設を示しています。 
 
 
 
 
 
 

 

想定される生活関連施設（国のガイドラインに一部加筆） 

 

区 分 種 類

旅客施設 鉄道駅、空港、バスターミナル等

官公庁等 都道府県庁、市役所・区役所、役場

郵便局、銀行、ATM

警察署（交番を含む）、裁判所

市民・地区センター、コミュニティーセンター等

都道府県税事務所、税務署

教育・文化施設等 図書館

市民会館、市民ホール、文化ホール

学校（小・中・高等学校）

公民館

博物館・美術館・音楽館、資料館

保健・医療・福祉施設 病院・診療所

総合福祉施設、老人・障害者福祉施設等

商業施設 大規模小売店舗等

商店街等（地下街を含む）

宿泊施設 ビジネスホテル、シティホテル等

公園・運動施設 公園

体育館・武道館その他屋内施設

その他の施設 結婚式場、葬祭場等冠婚葬祭に関わる施設

観光施設

路外駐車場

💡ポイント 

国のガイドライン（生活関連施設の設定に当たって考慮する事項） 

・常に多数の人が利用する施設を選定する。 

・高齢者、障害者等の利用が多い施設を選定する。 
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さらに、東京都は「東京都福祉のまちづくり条例」において、バリアフリーに関する整

備基準への適合努力義務が求められる都市施設や、新設または改修の際に整備基準への適

合遵守義務が求められる特定都市施設が規定されています。 
 

また、平成 23（2011）年３月に策定した「葛飾区新小岩駅移動等円滑化基本構想」では、

不特定多数の区民または多くの高齢者・障害者が利用する官公庁施設や福祉施設等で、駅

から 500m 圏内に所在するものを、生活関連施設（目的施設）として設定しました。 
 
促進方針における生活関連施設の設定に当たっては、バリアフリー法の定義を基本とし

て、国のガイドライン、過去に策定したバリアフリー基本構想を踏まえ、東京都福祉のま

ちづくり条例における都市施設・特定都市施設を参考に、高齢者、障害のある方、妊産婦

等が関連する官公庁施設、福祉施設、病院、文化施設、商業施設等を選定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

・ 常に多数の人が利用する施設を選定する。 

・ 高齢者、障害者等の利用が多い施設を選定する。 

・ 国のガイドラインや東京都福祉のまちづくり条例に規定されている都市施設・特

定都市施設を参考に選定する。 

・本区のバリアフリー基本構想を踏まえて選定する。 

 

【葛飾区における生活関連施設の設定の考え方】 
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以下に本区における生活関連施設となる可能性のある施設を示します。 
 

葛飾区における生活関連施設（案） 

区分 葛飾区内の主な施設 

１．旅客施設 鉄道駅 
２．官公庁等 庁舎（区役所、区民事務所、区民サービスコーナー等※1） 

警察署、税務署、登記所 
３．教育・文化施設等 生涯学習施設（博物館、図書館※1） 

文化施設（文化会館、文化ホール※1） 
学校教育施設（小中高等学校、特別支援学校、幼稚園等※1）、大学 
地域活動施設（地区センター、集い交流館、憩い交流館等※1） 
子ども・家庭支援施設（子ども未来プラザ、保育園、児童館等※1） 

４．保健・医療・福祉施設 病院（病床数 20 床以上※2） 
健康・医療・衛生施設（保健所、保健センター、休日応急診療所

等※1） 
高齢者支援施設（作業所、シニア活動センター、在宅サービスセン

ター等※1） 
障害者支援施設（障害者福祉センター、福祉館、障害者就労支援セ

ンター等※1） 
５．商業・サービス施設 郵便局、金融機関（銀行、信用金庫等） 

大規模小売店舗（1,000 ㎡以上※3）、 
葛飾区特定商業施設（500 ㎡以上※4） 
ホテル、旅館 
映画館、ボーリング場 
公衆便所 

６．公園・運動施設 区立公園※1、都立公園 
スポーツ施設（総合スポーツセンター等※1） 
体育館、陸上競技場、球技場、プール、テニスコート 

７．路外駐車場 区営駐車場及び自転車駐車場※1 
民営駐車場（500 ㎡以上※5） 

８．その他の施設 産業関連施設※1 
観光関連施設※1 
商店街 

 
※1：葛飾区公共施設等経営基本方針（令和５年３月改定）の施設 
※2：医療法（第一条の五） 
※3：大規模小売店舗立地法 
※4：葛飾区特定商業施設の立地に関する要綱 
※5：駐車場法  
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（３）生活関連経路の考え方 

生活関連経路は、バリアフリー法において「生活関連施設相互間の経路（バリアフリー

法 第二条二十三のロ（生活関連経路））」と定義されています。 
また、国のガイドラインにおいては、生活関連経路の選定の考え方として、以下の点を考

慮することとしております。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
平成 23（2011）年３月に策定した「葛飾区新小岩駅移動等円滑化基本構想」では、歩道

の設置や有効幅員の確保が困難であるなどの理由により、生活関連経路として整備を行う

ことが難しい道路についても、日常的な利用からみてバリアフリー化の必要性が高い道路

については、準生活関連経路（特定道路）として設定しました。 
 
このようなことから、生活関連経路の設定に当たっては、バリアフリー法の定義を基本

として、国のガイドラインや過去に策定したバリアフリー基本構想を踏まえ、生活関連施

設へのアクセス動線などに配慮して設定することとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

💡ポイント 

国のガイドライン（生活関連経路の選定に当たっての考え方） 

・より多くの人が利用する経路を選定する。 

・生活関連施設相互のネットワークを確保する。 

・隣接自治体との連続性を確保する。 

・ より多くの人が利用する経路を選定する。 

・ 生活関連施設相互のネットワークを確保する。 

・ 隣接自治体との連続性を確保する。 

・ 本区のバリアフリー基本構想を踏まえて設定する。 

【葛飾区における生活関連経路の設定の考え方】 
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生活関連施設と生活関連経路のイメージ 

 
  

  

商業施設 

官公庁 

駅前広場 

公園 

病院・福祉施設 

鉄道駅 

移動等円滑化促進地区 

施 設 ︓ 生活関連施設 
︓ 生活関連経路 
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移動等円滑化促進地区 

促進地区は、区内の全鉄道駅と隣接する足立区内の綾瀬駅を中心として、徒歩圏の範囲

や施設の分布状況等を勘案して区域を設定します。 
促進地区内の生活関連経路や生活関連施設は、まちづくりの進捗等を見据えながら、必

要に応じて見直しを行います。 
なお、JR 金町駅と京成金町駅、柴又駅と新柴又駅は両駅が近い位置にあるため、１つの

促進地区として位置付けます。 
 

促進地区の一覧 

促進地区名 面積(ha) 
(1) 京成立石駅周辺地区 193 
(2) 金町駅・京成金町駅周辺地区 205 
(3) 新小岩駅周辺地区 136 
(4) 亀有駅周辺地区 99 
(5) 堀切菖蒲園駅周辺地区 158 
(6) お花茶屋駅周辺地区 161 
(7) 青砥駅周辺地区 162 
(8) 京成高砂駅周辺地区 134 
(9) 四ツ木駅周辺地区 117 
(10) 柴又駅・新柴又駅周辺地区 166 
(11) 綾瀬駅周辺地区 32 
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（１）京成立石駅周辺地区 

鉄道駅：京成立石駅 
乗降客数：32,060（人／日）1 
 

 
 

  

                                            
1 葛飾区統計書 第 67 回（令和５年刊行） 

※葛飾区交通バリアフリー基本構
想 

（平成 18年 5月） 
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（２）金町駅・京成金町駅周辺地区 

鉄道駅：金町駅・京成金町駅

乗降客数：金町駅 91,280（人／日）2、京成金町駅 22,031（人／日）2 

2 葛飾区統計書 第 67 回（令和５年刊行）。なお東日本旅客鉄道㈱は 1 日平均乗車人員

のみ公表しているため、金町駅の数値は乗車人員を 2 倍した推計値。 

※葛飾区交通バリアフリー基本構想 
（平成 18年 5月）
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（３）新小岩駅周辺地区 

鉄道駅：新小岩駅 
乗降客数：133,070（人／日）3 
 

 
  

                                            
3 葛飾区統計書 第 67 回（令和５年刊行）。なお東日本旅客鉄道㈱は 1 日平均乗車人員

のみ公表しているため、数値は乗車人員を 2 倍した推計値。 

※葛飾区バリアフリー基本構想 
（平成 23 年 3 月） 
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（４）亀有駅周辺地区 

鉄道駅：亀有駅 
乗降客数：74,798（人／日）4 
 

 

  

                                            
4 葛飾区統計書 第 67 回（令和５年刊行）。なお東日本旅客鉄道㈱は 1 日平均乗車人員

のみ公表しているため、数値は乗車人員を 2 倍した推計値。 
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（５）堀切菖蒲園駅周辺地区 

鉄道駅：堀切菖蒲園駅 
乗降客数：20,122（人／日）5 
 

 
  

                                            
5 葛飾区統計書 第 67 回（令和５年刊行） 
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（６）お花茶屋駅周辺地区 

鉄道駅：お花茶屋駅 
乗降客数：29,421（人／日）6 
 

 
  

                                            
6 葛飾区統計書 第 67 回（令和５年刊行） 
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（７）青砥駅周辺地区 

鉄道駅：青砥駅 
乗降客数：43,907（人／日）7 
 

 
  

                                            
7 葛飾区統計書 第 67 回（令和５年刊行） 
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（８）京成高砂駅周辺地区 

鉄道駅：京成高砂駅 
乗降客数：京成線 90,139（人／日）8、北総線 53,813（人／日）8 

 

 
  

                                            
8 葛飾区統計書 第 67 回（令和５年刊行） 
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（９）四ツ木駅周辺地区 

鉄道駅：四ツ木駅 
乗降客数：16,199（人／日）9 
 

 
  

                                            
9 葛飾区統計書 第 67 回（令和５年刊行） 
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（１０）柴又駅・新柴又駅周辺地区 

鉄道駅：柴又駅・新柴又駅 
乗降客数：柴又駅 7,844（人／日）10、新柴又駅 4,586 人 10 
 

 
  

                                            
10 葛飾区統計書 第 67 回（令和５年刊行） 
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（１１）綾瀬駅周辺地区 

鉄道駅：綾瀬駅 
乗降客数：常磐線 24,542（人／日）11、千代田線 349,332 人 11 
 

 
 

                                            
11 東京都交通年鑑（令和４年版） 
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6. 移動等円滑化促進方針の実現に向けて 

6.1 方針の実現に向けた今後の取組 

（１）方針の周知・啓発 

 区民を始め、施設管理者、関係事業者等に本方針の内容を広く周知・啓発していきます。 
周知・啓発の方法としては、パンフレットの配布やポスターの掲示、区ホームページや

ＳＮＳを活用した情報発信など、様々な機会を捉えて実施してまいります。 
 

（２）バリアフリー法に基づく届出制度 

旅客施設と道路の境界等において改修等を行う場合には、事前（30 日前まで）に改修工

事の内容等を葛飾区に届け出ることが必要となります。 
なお、葛飾区においては、届出の前は事前の相談を受け付けることとしています。 
この届出制度により、連続したバリアフリー化が確保されるよう改修内容を変更する等

の要請を行うことができるなど、施設間の連携を図ります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

届出施設 届出対象となる行為（バリアフリー法施行令第２７条）

旅客施設
(生活関連施設)

下記の部分の新設又は構造若しくは配置の変更
・他の生活関連施設との間の出入口

・生活関連経路を構成する道路法による道路の出入口

・一般交通用施設との間の出入口
・バリアフリールートの出入口

道路
(生活関連経路)

道路法による道路のうち、下記に掲げる施設で当該道路に接する
部分の新設、改築又は修繕
・旅客施設（生活関連施設）の出入口
・旅客施設（生活関連施設）を構成する一般交通用施設
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出典：国のガイドラインを基に作成 

届出対象のイメージ 

 

 
出典：国のガイドラインを基に作成 

葛飾区における届出制度の流れ 
 
 

  

改
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支障あり

支障なし

工事着手の30日前まで

届
出
事
前
相
談

💡ポイント 

バリアフリー法 第二十四条の六（行為の届出等） 

移動等円滑化促進方針において定められた移動等円滑化促進地区の区域におい

て、旅客施設の建設、道路の新設その他の行為であって当該区域における移動等円

滑化の促進に支障を及ぼすおそれのあるものとして政令で定めるものをしようとす

る公共交通事業者等又は道路管理者は、当該行為に着手する日の 30 日前までに、主

務省令で定めるところにより、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日そ

の他主務省令で定める事項を市町村に届け出なければならない。ただし、非常災害

のため必要な応急措置として行う行為については、この限りでない。 
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（３）重点整備地区の設定と基本構想の策定 

現在、金町駅、京成立石駅、新小岩駅などの駅周辺をはじめ、区内では様々なまちづく

りの計画が進められています。 
今後は、現在のバリアフリー基本構想（重点整備地区：金町、立石、新小岩）の更新や、

その他の地域においても、まちづくりの進捗を見据えながら重点整備地区を設定し、具体

的な事業を位置付けた特定事業を実施するための基本構想を策定していきます。 
なお、基本構想の策定に当たっては、隣接自治体の施設等も考慮していきます。 

 

（４）促進方針の見直しと継続的な改善（スパイラルアップ） 

本方針策定後は、社会情勢の変化や上位計画の改定に応じて内容の見直しと必要な改定

を行います。 
また、基本目標を実現するために、常に区と関係者が一体となってバリアフリー化の推

進に取り組みながら、促進方針の継続的な改善（スパイラルアップ）に努めます。 
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用語集 

 
＜あ行＞ 

●赤ちゃんの駅 

乳幼児を育てる方が、外出の際、おむつ

替えや授乳などを気軽に行えるように、一

部の公共・民間施設内におむつ替えや、授

乳ができるよう設置されたスペースです。 

 

●移動等円滑化 

高齢者、障害者等の移動又は施設の利用

に係る身体の負担を軽減することにより、

その移動上又は施設の利用上の利便性及

び安全性を向上することをいいます。 
（バリアフリー法 第二条二 より） 
 
●移動等円滑化促進地区 

地域の面的なバリアフリー化を関係者

と一体となって推進するために設定する

地区をいいます。 

多様な人が集中する鉄道駅を中心とし

た徒歩圏の範囲で、施設の分布状況、隣接

駅との関係、土地利用・地域のまとまりな

どを勘案して設定します。 

（詳細は p.5-1 に掲載） 
 
●移動円滑化基準 

バリアフリー法施行に伴い主務政省令

で定められた、公共交通（旅客施設及び車

両）、道路、路外駐車場、都市公園、建築

物の構造や設備に関する移動等円滑化の

実現のための基準のことをいいます。 
 
●インクルーシブ 

高齢者や障害のある方、性別や人種、多

様な価値観など様々な背景がある方があ

らゆる分野において社会から分け隔てら

れることなく生活できる社会を指します。 
 

 

●インクルーシブパーク 

1 つの公園で、障害のある子もない子も

みんな一緒に遊べる公園のことです。 

 
●ウェブアクセシビリティ 

高齢者や障害のある方を含め、誰もがホ

ームページ等で提供される情報やサービ

スを支障なく利用できること、またその到

達度のことをいいます。 

 
●エスコートゾーン 

視覚障害者用道路横断帯。視覚障害者が

安全に横断歩道を渡れるよう、横断歩道の

中央部に視覚障害者が認知できる突起物

を敷設し、横断歩道内を安全にまっすぐ進

めるようにするものをいいます。 
 
●SDGs 

持続可能な開発目標（ Sustainable 
Development Goals）の頭文字をとったも

の。平成 13（2001）年に策定されたミレ

ニアム開発目標（MDGs）の後継として、

平成 27（2015）年 9 月の国連サミットで

採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」に記載されている

「2030 年までに持続可能でよりよい世界

を目指す国際目標」です。 
17 のゴール・169 のターゲットから構

成され、現在、多くの国や企業、団体が積

極的に取り組んでいます。 
 



資-2 

 

●オストメイト 

病気や事故等が原因で消化管や尿管な

どの臓器に機能障害を負い、腹部等に排泄

のための開口部にストーマ（人工肛門・人

工膀胱）を造設した方のことをいいます。 
 
●音響式信号機 

視覚障害者が安全に横断できるように、

歩行者用信号が青のタイミングで横断歩

道の両端から音響（「ピヨピヨ」「カッコー」

など）を鳴動させ、誘導を行うものです。

音響式信号機のうち「音響用押ボタン」を

押すことで、誘導音が鳴動するものもあり

ます。 
 

 

＜か行＞ 

●心のバリアフリー 
様々な心身の特性や考え方を理解し、全

ての方が理解を深めようとコミュニケー

ションをとり、支え合う社会を目指すこと

をいいます。 
心のバリアフリーの推進のためには、誰

もが様々な立場の方の状況や「障害の社会

モデル」を理解したうえで、障害のある方

等から何らかの配慮を求められた時には、

支援や周囲への声掛け等の合理的配慮を

行うことが必要です。 
（詳細は p.4-8 コラムに掲載） 
 
●交通バリアフリー法 

「高齢者、身体障害者等の公共交通機関

を利用した移動の円滑化の促進に関する

法律」の通称名。（詳細は資-3 に記載） 

 
●合理的配慮（合理的配慮の提供） 

設備やサービスなどに存在する社会的

なバリアが、障害のある方の生活を送るう

えでの活動に制限してしまっている場合

があります。 
障害のある方から「社会的なバリアを取

り除いてほしい」という意思が示された場

合には、それを取り除くために、過度な負

担にならない範囲で合理的な対応をする

ことが求められています。これを「合理的

配慮の提供」と呼びます。 
令和３（2021）年５月の障害者差別解消

法改正により、令和６（2024）年４月１日

から事業者に対してこの「合理的配慮の提

供」が義務化されました。 
 
●高齢者、身体障害者等が円滑に移動でき

る特定建築物の建築の促進に関する法律

（ハートビル法）（平成 6 年 6 月 29 日公

布、同年 9 月 28 日施行） 

デパートやスーパーマーケット、ホテル

など、不特定多数の者が利用する建築物を

特定建築物とし、その建築主は建物の出入

口や階段、トイレなどに、高齢者や身体障

害者等などが円滑に利用できるような措

置を講じるように努めなければならない

こととした法律です。 

不特定でなくとも多数の者が利用する

学校や事務所、共同住宅などを特定建築物

とされました。また、特別特定建築物の建

築をする場合等に利用円滑化基準への適

合が義務付けられました。 

なお、同法は「高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律（バリアフ

リー法）」の施行（平成 18 年 12 月 20 日）

に伴い廃止されました。 
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●高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律（バリアフリー法）（平成

18 年 6 月 21 日公布、同年 12 月 20 日施

行） 

一体的・総合的なバリアフリー施策を促

進するために、ハートビル法と交通バリア

フリー法を統合・拡充した法律です。 

なお、同法は「高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律（バリアフ

リー法）」の施行（平成 18 年 12 月 20 日）

に伴い廃止されました。 

 
●高齢者、身体障害者等の公共交通機関を

利用した移動の円滑化の促進に関する法

律（交通バリアフリー法）（平成 12 年 5 月

17 日公布、同年 11 月 15 日施行） 

駅などの旅客施設や車両等に新たに建

設、導入をする場合等に移動円滑化基準へ

の適合が義務付けられました。 
市町村が、駅とその周辺の道路、信号機

などを一体的にバリアフリー化するため

の仕組み（基本構想制度）が設けられた法

律です。 
 

 

＜さ行＞ 

●生活関連施設 

高齢者、障害者等が日常生活又は社会生

活において利用する旅客施設、官公庁施設、

福祉施設その他の施設をいいます。 

（バリアフリー法 第二条二十三のイよ

り、詳細は p.5-3 に掲載） 
 

●生活関連経路 

生活関連施設相互間の経路をいいます。 

（バリアフリー法 第二条二十三のイ

より、詳細は p.5-6 に掲載） 

 

 

●重点整備地区 
バリアフリー基本構想において設定す

る、以下の３つの要件に該当する地区のこ

とをいいます。 

イ 生活関連施設の所在地を含み、かつ、

生活関連施設相互間の移動が通常徒

歩で行われる地区であること。 

ロ 生活関連施設及び生活関連経路を構

成する一般交通用施設について移動

等円滑化のための事業が実施される

ことが特に必要であると認められる

地区であること。 

ハ 当該地区において移動等円滑化のた

めの事業を重点的かつ一体的に実施

することが、総合的な都市機能の増

進を図る上で有効かつ適切であると

認められる地区であること。 

（バリアフリー法 第二条二十四のイ～

ハより） 
 
●視覚障害者誘導用ブロック 

視覚障害者を安全に誘導するために床

面、路面等に敷設されている、点状または

線状の突起をもったブロックのことをい

います。 
誘導ブロック（線状ブロック）は進行方

向を示し、警告ブロック（点状ブロック）

は危険箇所や誘導対象施設等の位置を示

します。 
警告ブロックにはホーム側と線路側を

判別出来るような内包線ブロックもあり

ます。 
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●障害者差別解消法 

「障害を理由とする差別の解消の推進

に関する法律」（平成 25 年 6 月 26 日公

布、平成 28 年 4 月 1 日施行）の通称名。 
全ての国民が、障害の有無によって分け

隔てられることなく、相互に人格と個性を

尊重し合いながら共生する社会の実現に

向け、障害を理由とする差別の解消を推進

することを目的としています。 
令和３（2021）年５月の改正、令和６

（2024）年４月１日からの改正法の施行

により、事業者の合理的配慮が義務化され、

障害を理由とする差別の解消を推進する

ための政府の方針が示されました。 
 
●スパイラルアップ 

「バリアフリー社会」の実現のためには、

スパイラルアップの考え方が重要と考え

られています。 
スパイラルアップとは、物事に取り組む

に当たって、事前の検討段階から事後の評

価の段階に至るまで当事者が積極的に参

加しながら、取り組みの段階的かつ改善

（PDCA［＝計画（Plan）→実行（Do）→
検証（Check）→改善（Action）の流れを、

次の計画に活かしていくプロセス］）を行

うことをいいます。 
 
●セミフラット方式 

歩道面を車道面より高く、縁石天端の高

さより低くする構造のことをいいます。歩

車道境界の識別性の確保と、歩道面に生じ

る勾配を少なくすることを考慮していま

す。 

 

＜た行＞ 
●特定事業 

バリアフリー基本構想における生活関

連施設・生活関連経路、特定車両等の施設

のバリアフリー化の具体化するために設

定する事業のことをいいます。 
特定事業は、各事業者による事業計画の

作成とこれに基づく事業実施の義務が課

せられます。 
 
●東京都福祉のまちづくり条例 

東京都が制定したこの条例は、ユニバー

サルデザインを基本理念とし、高齢者や障

害がある方を含めた全ての方が、安全、安

心、快適に暮らし、訪れることができるま

ちづくりを進めることを目的とし、施設の

整備基準や建築物における整備項目を定

めています。 
 
 

＜な行＞ 

●ノンステップバス 

地上面から床面までの高さは概ね

30cm 以下に設定された、移動等円滑化基

準に適合するバスのことをいいます。 
ノンステップバスは、エアサスペンショ

ン（空気バネ）を採用する事により乗降時

に車高を下げて歩道との段差を少なくす

る「ニーリング機能」が装備されています。 
 
●ノーマライゼーション 

障害のある方もない方も、互いに支え合

い、地域で生き生きと明るく豊かに暮らし

ていける社会を目指す理念のことをいい

ます。 
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＜は行＞ 

●ハートビル法 
「高齢者、身体障害者等が円滑に移動で

きる特定建築物の建築の促進に関する法

律」の通称名。（詳細は資-2 に記載） 
 

●バスロケーションシステム 

GPS 等を用いてバスの位置情報を収集

し、バス停の表示板やスマートフォンなど

通してバス運行状況を情報提供するシス

テムです。 
 
●バリアフリー 

障害のある方が社会生活をしていく上

で障壁（バリア）となるものを除去するこ

とです。 
 
●バリアフリー基本構想 

市町村は、基本方針（移動等円滑化促進

方針が作成されているときは、基本方針及

び移動等円滑化促進方針。）に基づき、単

独で又は共同して、当該市町村の区域内の

重点整備地区について、移動等円滑化に係

る事業の重点的かつ一体的な推進に関す

る基本的な構想を作成するよう努めるも

のとした制度のことをいいます。 
（バリアフリー法 第二十五より） 
バリアフリー基本構想には重点整備地

区、生活関連施設および生活関連経路、特

定事業等に関する事項を明示すべきとさ

れています。 

 
●バリアフリートイレ 

その人の持つ特性や性別、年齢などにか

かわらず、あらゆる方が気兼ねなく利用で

きるように設計されたトイレのことをい

います。 
バリアフリートイレにはユニバーサル

デザインの考え方に基づいて、引き戸式の

扉と開閉ボタン、手すり、オストメイトに

対応した汚物流し台・シャワー設備、ベビ

ーチェア、おむつ替えシート・ユニバーサ

ルシート（介助用ベッド）、着替え台など

が状況に応じて設置されています。 
 
●バリアフリー法 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律」の通称名。（詳細は資

-3 に記載） 
 
●バリアフリーマップ 

全ての方が平等に設備やサービスを利

用できるように、トイレ、エレベーター、

視覚障害者誘導用ブロックなどのバリア

フリー設備を対象に、バリアフリー設備の

内容や位置、経路情報などを地図上にまと

めたものをいいます。 
 
●パラスポーツ 

身体機能や知的・発達などに障害がある

方が行うスポーツのことをいいます。 
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●ピクトグラム 

情報や案内、注意を示すために表示され

る案内記号です。不特定多数の人々が利用

する公共交通機関や公共施設、観光施設な

どで、文字や言語に依存せず、対象物や概

念、状態に関する情報を提供する図形です。

これは、視力が低下した高齢者や障害のあ

る方、外国人観光客などにも理解しやすい

情報提供手法として、日本を含む世界中の

公共交通機関や観光施設などで広く使用

されています。 
 
●ヒアリングループマーク 

補聴器や人工内耳に内蔵されている磁

気誘導コイルを利用できる施設や機器で

あることを示すマークのことをいいます。 
このマークを掲示することによって、補

聴器・人工内耳装用者に補聴援助システム

の存在を知らせ、利用を促します。 
 
●ヘルプマーク 

義足や人工関節を使用している方、内部

障害のある方や難病の方、妊娠初期の方な

ど、外見からはわからなくても援助や配慮

を必要としている方が、周囲に配慮の必要

性を知らせ、援助を得やすくするために東

京都が作成したマークです。 
 
●ヘルプカード 

知的障害や内部障害のある方、難病の方

が携帯し、日常生活や災害時に周囲の人に

手助けを求めるための、葛飾区が作成・配

布しているカードです。 
このカードを提示することで、周囲に具

体的な支援方法や緊急連絡先への連絡を

求めることができます。 

 
●ポケットパーク 

「ベストポケットパーク」の略。洋服の

ベストのポケットほどの小さい規模の公

園という意味で、わずかな土地を有効利用

して都市環境を改善しようとするもので

す。 
 
 

＜ま行＞ 

●耳マーク 

聞こえが不自由であることを示すと同

時に、聞こえない方や聞こえにくい方への

配慮を表すマークです。 

また、窓口などに掲示されている場合は、

聴覚障害のある方に配慮した対応が可能

であることを示しています。 

 

 

＜や行＞ 

●ユニバーサルデザイン 

あらかじめ、障害の有無、年齢、性別、

人種等にかかわらず多様な人々が利用し

やすいよう都市や生活環境をデザインす

る考え方のことです。 
 
●ユニバーサルデザインタクシー 

健常者だけでなく、障害のある方、足腰

の弱い高齢者、妊娠中の女性、ベビーカー

使用者なども含め、誰もが使いやすい新し

いタクシーのことをいいます。 

誰もが利用できるユニバーサルデザイ

ン構造になっており、車いす利用者はその

ままでの乗車が可能な構造になっていま

す。 
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＜ら行＞ 

●路外駐車場 

道路の路面外に設置される自動車の駐

車のための施設であって一般公共の用に

供されるものをいいます。 
（駐車場法第二条第二項より） 
 
＜わ行＞ 

●ワークショップ 
地域に関わる多様な立場の人々が参加

し、コミュニティの諸課題をお互いに協力

して解決し、更に快適なものにしていくた

めに、各種の共同作業を通じて計画づくり

などを進めていく方法です。 
 
 

 




